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国の統計からみる建設業の現状
国民生活や社会経済を支える建設業は今、担い手不足や長時間労働など多くの課題を抱えています。
就業者数や労働時間の推移、休日の状況などの統計から、建設業を取り巻く現状を紹介します。

持続可能な建設業界でありつづけるために
建設業では、長時間労働の是正や週休二日を確保するための取り組みを進めています。
「給与が良い」「休暇がとれる」「希望がもてる」の「新3Ｋ」に
「かっこいい」を加えた「新4Ｋ」の魅力溢れる建設業の実現を目指していきます。

■年齢階層別建設技能者数

年間実労働時間は、全産業平均1718
時間に対して建設業は1986時間と、
268時間増（1か月あたり22時間増）
の長時間労働になっています。

■建設業就業者数の人数と若年層／高齢層の割合の推移

建設業就業者数は年々減り続け、高齢層の割合が急激に増加しています。新規入職
者に選ばれる産業に変われなければ、近い将来、担い手不足により建物やインフラ
などの新設や維持ができなくなるおそれがあります。11.7%
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日建連　建設業デジタルハンドブック「労働時間の推移」（厚生労働省「毎月勤労統計調査」）
調査対象は、30人以上の常用労働者を雇用する事業所
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（万人）国土交通省「建設業を取り巻く現状と課題」

（総務省「労働力調査」（R4年平均）を元に国土交通省にて推計）

日建連　建設業デジタルハンドブック「建設業就業者数の推移」「建設業就業者の高齢化の進行」
（総務省「労働力調査」）

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65歳以上

35.9%

1.9

13.2

20.2

18.9

24.6

30.3

42.9

41.6

30.9

26.5

51.151.1

（出典が異なるため、左表の
  技能者数とは一致しない）
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日建連調査による会員企業の現状
日建連では会員企業と共に環境改善を進めていますが、まだ多くの問題を抱えています。
日建連の各種調査から、会員企業の社員が働く環境の現状を紹介します。

■作業所の4週8閉所実施状況

  制作・
お問い合わせ

〒104-0032
東京都中央区八丁堀2丁目5番1号 東京建設会館8階
TEL 03-3553-0701

2024年度から適用される残業時間の上限
規制。その上限規制について、現時点で
の達成状況をみると、会員企業の非管理
職の上限規制超過は59.1％、特別条項適
用時でも22.7％にも上ります。

2022年度の調査では、時間外労働時間
の全産業平均167時間に対して、日建連
会員企業社員の非管理職は351時間、管
理職は305時間と、約2倍もの時間外労
働を行っています。
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全産業

作業所閉所状況（土木工事）

時間外労働上限規制と同等の条件の達成状況
非管理職

管理監督者 合計

有効回答者数　81社

上限規制超過 合計上限規制内
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100.0%75,363人44,536人30,827人 122,349人46,986人40.9% 59.1%

特別条項適用時の上限規制と同等の条件の達成状況
非管理職

管理監督者 合計

有効回答者数　72社

上限規制超過 合計上限規制内

100.0%71,222人16,153人55,069人 116,001人44,779人77.3% 22.7%
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平均時間外労働時間

※常用労働者平均は、厚生労働省の「毎月勤労統計調査」のパートタイムを除く常用労働者の調査産業平均値による。
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日建連会員企業（非管理職）日建連会員企業（非管理職）

日建連会員企業（管理監督者）日建連会員企業（管理監督者）
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作業所閉所状況（建築工事）
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2022年度の調査では、4週8閉所（年間104閉所）を達成できていない作業所は、官庁工事が主体の
土木工事で45.5％、民間工事が主体の建築工事では69.2%に上ります。 69.2%
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■時間外労働時間

■時間外労働上限規制の2022年時点での達成状況
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